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Abstract
This study examines the regional pattern of lost and closed ski fields in Japan, analyzing closing trend of all
developed ski fields including those equipped only with T-bar lifts. Around 750 ski fields were opened between
1950 and 2003 in the whole country. However, nearly 37 percent of them were already closed or completely
disappeared. This trend was dominant around 2000, involving owners' changes of lift companies. Most of the
lost fields tend to be very small with one or two ski lifts. Whereas there are many lost ski fields previously oper-
ated by urban capital around the metropolitan areas, the outer extent areas from there have many lost ski fields
by local governments. The increasing difficulty of the management plays an important role for the closing based
on the decrease in the number of active skiers, rather than shortage of snow depth. The changing environment of
the management has been affected through the changes in locational conditions for ski fields, the diseconomies
of fields' agglomeration in an appropriate region, the very short-term of growth period around 1990, and prob-
lems in local municipalities（such as deficit budget and amalgamation）．While the number of active skiers
continuously decreased in the last 20 years, especially in snowy regions in eastern Japan, there are some signs
for recovering market of skiers now. Operating firms of existing ski fields face various tasks for the sustainable
development, including measures against the expanding foreign skiers.
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1．研究目的
日本にスキーが本格的に移入されたのは1911年の
ことである．当初，スキーは登山の手段や競技スポー
ツとして捉えられていたが，その後レクリエーション
としてのスキー，いわゆるゲレンデスキーが発達し
た1）．1950年頃になるとスキーリフトを伴った本格的
なスキー場開発が始まった．その後，1960年から
1973年頃にかけて，高度経済成長期とそれに続く日
本列島改造論に特徴付けられる観光開発ブームのもと
で「第一次スキー場開発ブーム」が生じた．このブー
ム下，地域的には中央日本北部から北海道・東北地方
や西日本の日本海側の地域へ，また空間的には温泉地
から農村や非居住空間へと開発が拡大していった2）．
オイルショックを経て，1980年代から1990年代初頭
にかけては，リゾート開発ブームが生じ，バブル経済
とも相まってスキー場開発は再び活発化し，「第二次
スキー場開発ブーム」となった．スキー人口の急激な
増加とともに，大規模なスキー場開発が生じたのであ
る．さまざまな部門からなる大都市からの資本が投資
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し，輸送能力の高い索道の設置，洋風レストラン・ホ
テルの整備，地形改変，人工降雪機や雪上車の導入に
よる快適な滑走コースの整備がなされた．こうしたス
キー場開発やスキー場経営の発展は，スキー観光の発
展，つまりスキー人口の成長や関連産業の発展と密接
に関連していた．
しかし，1993年頃以降，スキー人口は急激な減少
を示すようになった．バブル経済の崩壊とほぼ時期を
同じくして第二次スキー場開発ブームが去り，新規の
スキー場開発は著しく減少し，また既存スキー場にお
いても，施設の更新はほとんど行われなくなった．さ
らに，索道経営会社の倒産，それに伴う経営変更，ス
キー場自体の休業や廃業が生じている．これらの動向
については，Kureha（2008）3）および呉羽（2009）4）
が検討しているが，その分析の中心は索道経営会社の
主体変更にあり，閉鎖・休業については概括的な分析
にとどまっている．しかし，後述するように，日本に
おいて閉鎖・休業スキー場数が，開発総数の3分の1
を超えるようになり，より詳細な分析が求められてい
ると考えられる．
周知の通り，日本ではスキーというレクリエーショ
ンがなされる空間はスキー場内に限定される傾向が非
常に強い．スキー場内でのゲレンデスキーが卓越する
がゆえに，スキー場の動向を分析することは，スキー
リゾートやスキー観光の諸特徴を理解するために不可
欠である．
本研究の目的は，日本全国におけるスキー場の閉
鎖・休業の動向を明らかにし，さらにそこにみられる
地域的な特徴を検討することである．加えて現存する
営業スキー場の今後を展望する．
2．研究方法
2. 1 スキー場をめぐる諸事象の定義
スキー場の定義は非常に曖昧である．本研究では日
本全国の全てのスキー場を分析対象とするため，同一
の基準でスキー場を定義することを必要とする．この
条件を満たす最適の指標は，スキーリフトの設置に基
づくものである．本研究では，後述するようにスキー
場の営業状態を索道の有無で判断するため，分析対象
のスキー場は，スキーに用いられる普通索道または特
殊索道（鉄道事業法施行規則47条）を有する施設と
する．鉄道事業法対象外の輸送設備（例えば，ロープ
トゥ）のみを有する施設，輸送設備のない施設は除外
した．ただし，索道に関してKureha（1995）5）と呉羽
（1999，2008，2009）6）1）4）は，1990年以降に存在し
たスキー場を対象とし，また丙種特殊索道（後述）の
みを有するスキー場が除外されていた点で本研究と分
析対象が異なっている7）ことに留意する必要がある．
普通索道または特殊索道の有無は，『鉄道要覧』（旧
『私鉄要覧』『民鉄要覧』）によった．この資料は，国
土交通省（旧運輸省）が監修し，1956年以降毎年発
行されている8）．
加えて，本研究はスキー場の閉鎖・休業についてそ
の多寡を分析するため，スキー場の範囲も検討する必
要がある．それは，例えば長野県の菅平高原や志賀高
原をそれぞれ1か所のスキー場と数えるか，それとも
ダボスや大松山，奥志賀や丸池などを個々にすべて数
えるかによってスキー場数は異なってくるためであ
る．現実には，自治体や観光連盟，スキー場ガイドブ
ックなどが独自にその範囲を定めている状況にある．
それゆえ，本研究ではある特定のスキー場ガイドブッ
クによる基準を採用した．それは，昭文社が1994年
発行したガイドブック『 '95スキーマップル（東日本
編・西日本編）』9）で，当時の最も詳細なスキー場ガイ
ドとして位置づけられる．ただし，1995年以降に開
設されたスキー場については，同社発行の後継ガイド
を，一方1994年までに閉鎖されたスキー場について
は，様々なスキー場ガイドおよび『鉄道要覧』を参照
した．
スキー場の閉鎖・休業は次のように定義した．先述
の『鉄道要覧』において，普通索道または特殊索道
（旧鉄道事業法施行規則による乙種（チェアリフト）
および丙種（シュレップリフト））が非掲載となった
場合は「閉鎖」とする．また，『鉄道要覧』に全ての
普通索道および特殊索道が「休止中」と表記されてい
る場合は「休業」とする．休業の場合には，今後，経
営が再開される可能性があることを意味している．実
際に再開された例として，長野県の鹿島槍スキー場，
北海道のウィンザースノービレッジ洞爺湖などがあ
る．ただし，スキー場によっては，閉鎖と休業の区別
がつかない時期もある．実際には短期間休業され，そ
の後に閉鎖される例が多い．例えば，3年間の休業を
経て閉鎖されたスキー場の場合，把握できる限りはそ
の休業開始年を閉鎖年としている．この点からすれば，
休業と閉鎖を厳密に分けることは困難であるため，多
くの分析では「閉鎖・休業スキー場」として一括に扱
う．それ以外は営業スキー場と呼ぶ．
関連して，スキー場の開業年は，最初の普通索道ま
たは特殊索道が営業開始された年とする．ただし，ス
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キー場自体が閉鎖されたにもかかわらず『鉄道要覧』
に記載される例，実際に休止状態にあるにもかかわら
ず『鉄道要覧』では「休止中」と表記されない例も散
見された．したがって，『鉄道要覧』からの情報に加
えて，朝日新聞や日本経済新聞などの新聞記事や業界
誌等を参考にして，閉鎖年や休止年を確定した．
また年の表記にも注意する必要がある．一般に，ス
キー場をめぐる経営年は年末年始を挟んで翌年にも及
ぶため，本研究では年度を採用する．例えば2005年
度という場合には，2005年の秋から2006年の春まで
を指す．本研究は，一部の例外を除いて，2013年3月
の時点，もしくは2012年度までのデータを分析する．
以下では，ことわりのない限り年度を年と表記する．
2. 2 分析方法
世界的にみるとスキー場の閉鎖は日本のみで生じて
いるわけではない．例えば，Falk（2013）10）が示すよ
うに，アメリカ合衆国ではスキー場数が1982年度の
735か所から2009年度には471か所へと減少し11），ま
たオーストリアにおいても閉鎖がみられる．Falkはオ
ーストリアの索道経営会社の残存survivalに関連する
要素として，次の3点から分析した．すなわち，索道
経営会社の企業としての特性（例：開業年，人工雪設
備の保有，新しい高性能タイプのスキーリフトの保
有），立地特性（例：平均標高，積雪の変動，最近隣
都市からの距離，ローカルスケールでの競合），およ
びマクロ経済的な要因（例：ビジネスサイクル）であ
る．その結果，人工降雪システムを早く整備している
と残存すること，平均標高が1,700m以上のスキー場
では閉鎖リスクが小さいこと，経済的な不況の時期で
は閉鎖リスクが高いこと，積雪深と閉鎖とには有意な
関係がないことを明らかにした．
本研究では，Falk（2013）10）が示したような，スキ
ー場閉鎖と関連する諸要素を取りあげて分析を進め
る．ただし，オーストリアのスキー場とは異なり日本
では得られないデータがある．開業年に加えて，「新
しい高性能タイプのスキーリフトの保有」については
後述するように規模指数とも連動するので，本研究で
は規模指数で分析する．しかし，人工雪設備の保有に
ついてはデータがなく，本研究では分析の対象外とし
た．立地特性のなかでは，標高とローカルスケールで
の競合については本研究の分析・考察項目に加える．
なお，最近隣都市からの距離やマクロ経済的な要因の
考慮については，分析が複雑になるために分析から除
いた．
本研究でスキー場の分析に用いる指標や属性は，先
述したもののほかは，表1にあげられたものである．
分析の手順は次の通りである．まず，スキー場数の変
遷を分析する．すなわち，全国におけるスキー場の開
設傾向をとらえるとともに，スキー場の閉鎖や休業の
動向について詳細に示す．第2に，閉鎖・休業スキー
場がどのような属性にあるのかを分析する．その際に
分析する指標は，海抜高度，スキー場の規模を表す標
高差と索道からみた規模指数，索道経営会社の資本の
性格である．第3に，現在の時点で，スキー場の閉鎖
や休業がどこでみられるのかを，分布図に基づいて分
析する．同時に上記2つの分析を併せて，地域的な傾
向を解明する．これらの分析結果について，スキー場
の立地条件，それと関連する地域的特性，市町村合併，
経営上の問題などと関連させて考察する．最後に営業
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スキー場やスキーリゾートの今後について展望を試み
る．
3．閉鎖・休業スキー場の地域的傾向
3. 1 スキー場の閉鎖・休業の変遷
日本では1960年から1975年頃にかけての「第一次
スキー場開発ブーム」期に，最も多くのスキー場が生
じた（図1）．オイルショックを経た1970年代後半に
は開発数がやや減少したものの，1980年頃から1990
年代初頭にかけての「第二次スキー場開発ブーム」で
新規開発スキー場が再び増加した．しかし，その後，
スキー場の新規開発はほとんど存在しない．
一方，最初の閉鎖は1962年で，石筵スキー場（福
島県郡山市熱海町）であった（図2）．その後は，1960
年代後半から徐々に休業・閉鎖スキー場が出現し，
1970年代以降はある程度の数のスキー場が閉鎖され
ていく．この傾向は1990年以降，とくに2000年頃以
降に非常に強まっていることがわかる．逆に営業スキ
ー場数が連続して減少している．具体的には1989年
は例外的に閉鎖・休業数が多いが，2000年には11か
所の閉鎖がみられ，その後に年間閉鎖・休業数が急激
に増えた．その後，2006年には21件とピークに達し
た．すなわち2000年代半ばごろに閉鎖・休業が集中
したと判断できる．その後は減少傾向にはあるが，依
然として閉鎖・休業スキー場は存在している．
以上の傾向に関する数値を確認しておくと，索道の
存在に基づいた本研究の数え方によれば，日本で
2012年までに開設されたスキー場総数は763か所で
ある．そのうち，閉鎖は241か所，休業は43か所存在
する．つまり，閉鎖・休業スキー場は284か所あり，
それはこれまで開発された全スキー場数の37％に達
する．一方，479か所が2012年時点で営業していた．
3. 2 閉鎖・休業スキー場の諸特性
閉鎖・休業スキー場の多くは，次のような特徴を有
している．第1に，小規模なスキー場，すなわち，標
高差が小さく，また設置された索道数が1～2基と少
ないスキー場が卓越することである．第2に，索道の
経営資本が市町村であるスキー場がとくに多いことで
ある．
小規模性は，閉鎖・休業スキー場の標高差と規模指
数について，営業スキー場と比べると明瞭である．開
設された全スキー場についての標高差の総和は
213kmであり，このうち閉鎖・休業スキー場は54km
で25％を占める．また規模指数では，国内全スキー
場の総和250万人km/hのうち，閉鎖・休業スキー場は
31万人km/hで，わずか12％を占めるに過ぎない．つ
まり，閉鎖・休業スキー場の数に比べ，その規模，と
くに索道からみた規模に注目すると，閉鎖・休業スキ
ー場がかなり小規模であることがわかる．
次に，図3で個々のスキー場の動向もあわせて考え
る．一般に，ゲレンデスキーの場合には高低差のある
斜面を滑降するため，標高差の大きなスキー場が好ま
れる．また，そこには多くのリフトが架設されるため，
規模指数も大きくなる．ゆえに両者は強い正の相関関
係を持つ．図3では閉鎖・休業スキー場は，標高差
200m以下で規模指数が約2,000人km/h以下の領域に
著しく集中している．それに対して，営業スキー場で
は，標高差が全国平均（263m）の2倍以上に達する
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図2 日本におけるスキー場の閉鎖･休業数の推移
図1 日本におけるスキー場数の変遷
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場合も多く，規模指数の値が高い領域にまで分散する
傾向がある．またスキー場の最高点標高に注目すると，
閉鎖・休業スキー場は営業スキー場に比べ，200mほ
ど低い（表2）．
一方，規模指数の推移を検討すると，閉鎖・休業ス
キー場は，営業スキー場が1980年代にその規模を大
31
閉鎖・休業スキー場（n=273） 営業スキー場（n=479）
図3 日本における閉鎖・休業スキー場および営業スキー場の標高差と規模指数の関係
注：閉鎖・休業スキー場の規模指数と標高差は，営業時のおおむね最大値を採用し，その数値が不明のスキー場は表現していない．
営業スキー場については2009年度現在の規模指数および標高差を示している．
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きく拡大したこととは対照的に，ずっと小規模のまま
推移してきた（表2）．その数値は大きくとも1,500か
ら2,000人km/h強で，この規模は営業スキー場の
1979年の規模指数にほぼ相当する．つまり，閉鎖・
休業スキー場の小規模性が強調されるのである．
閉鎖・休業スキー場について索道経営会社の資本の
違いに注目すると（表2），市町村による経営が102か
所で最も多く，36％を占めている．次いで都市資本
が30％，地元資本が27％となっている．指摘すべき
点は，市町村経営スキー場の規模の小ささである．同
様に地元資本の場合も比較的規模が小さく，市町村経
営と地元資本ともに標高差も小さい傾向がうかがえ
る．一方，都市資本のスキー場については比較的規模
が大きく，新潟県のArai Ski Resort（1993年開設，
2006年から休業）のように規模指数が約14,000人
km/hに達する例もある．
次に，閉鎖・休業スキー場について，開業された全
スキー場数に対する割合を索道経営会社の資本別にみ
る．地元資本によるスキー場では143か所が開業され
たうち，実に半分以上の78か所（55％）が閉鎖・休
業状態にある．同様に都市資本については，241か所
開業のうち86か所（36％）が，市町村では292か所
のうち102か所（35％）が閉鎖されたか，休業状態に
ある．割合では，地元資本による閉鎖・休業が目立っ
ている．
最後に閉鎖・休業スキー場の開業年に注目すると，
平均は1972年となる．これは営業スキー場の平均開
業年の1976年と比べてやや古いとはいえるものの，
決定的に異なるとは言い難い．したがって，古いスキ
ー場ほど閉鎖・休業に至っているわけではない．
3. 3 スキー場の閉鎖・休業にみられる地域的特徴
2012年時点で閉鎖・休業スキー場の分布をみると
（図4），日本全国レベルの地域スケールでは，同時点
での営業スキー場の分布と大きな違いはない12）．すな
わち，全国レベルではスキー場は日本海側に立地し，
西日本に比べて東日本で多く，また中央日本北部に集
中するといった分布傾向を示す13）．一方，閉鎖・休業
スキー場の分布も，西日本でやや少ないことが示され
るものの，営業スキー場と同様の傾向を示している．
すなわち，日本全国というスケールにおいては，閉
鎖・休業スキー場も営業スキー場も類似した地域的条
件のもとに分布しているといえる．
表2でこの傾向を地域別にみると，北海道で63か所
と最も多い．これは全国の閉鎖・休業スキー場の2割
以上を占めている．これに続くのは，新潟県36か所，
長野県32か所で，東海28か所である．東海について
は，岐阜県がそのうちの26か所を占めている．つま
り，スキー場が多く分布する地域でスキー場の閉鎖や
休業も多くみられることが示されている．
これまでに開設された全てのスキー場数に対する閉
鎖・休業スキー場数の割合に注目すると，この4地域
では東海が最も高く，52％と半数以上のスキー場が
閉鎖・休業していることになる．これに新潟県（40％），
北海道（39％），長野県（30％）が続く．
これらの地域別に，閉鎖・休業の時期を検討する
（表3）．北海道では閉鎖・休業の半数近くが2000年代
に生じている．これに類似する傾向は，北東北，近畿
以西でみられる．その傾向に類似するものの，関東と
新潟県では1990年代にも比較的多くのスキー場が閉
鎖されており，逆に北陸では2000年代と2010年代に
閉鎖・休業が多い．南東北と長野県は比較的類似して
おり，1980年以前の閉鎖・休業が目立ち，それ以降
は割合としては全国平均以下である．1970年代以前
にも多くのスキー場閉鎖・休業がみられるのは北海道
にも当てはまる．これはいずれも，数年間のみ経営さ
れた後に閉鎖された小規模スキー場である．
一方，地域別の閉鎖・休業傾向を索道経営会社と併
せて考えると，北海道，北東北，北陸では市町村によ
る経営スキー場で多くの閉鎖・休業が生じている．こ
れらの地域ではもともと公営スキー場が多かった．一
方，南東北では地元資本の閉鎖・休業が目立つ．都市
資本の閉鎖・休業が比較的多いのは新潟県，長野県，
東海，近畿で，大都市圏からの近接性に恵まれ都市資
本によるスキー場開発が多くなされ，それらが閉鎖・
休業に至っていると考えることができる．
つまり，大都市近隣地域では大都市からのアクセス
に優れるという位置条件のもとで立地した小規模スキ
ー場，さらには同条件のもとで都市資本によって開発
された小規模スキー場の多くで閉鎖・休業が生じてき
た．これは1980年以前から現在まで続いている．一
方，大都市近隣地域以遠の北海道や北東北，北陸では，
閉鎖・休業スキー場のうち，公営スキー場が多くを占
める．この閉鎖・休業は2000年頃以降に生じている．
4．スキー場の閉鎖・休業に関する地域的要因
これまで，スキー場の閉鎖・休業にみられる一般的
な特徴と地域的な特徴とを示してきた．本章ではそれ
らに係わる要因を地域的な視点から解明する．その視
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点は，スキー場の立地条件との関係，スキー場の集積
不経済，市町村合併，時期的な影響などであり，それ
ぞれを関連させて考察する．
4. 1 スキー場の立地条件
白坂（1986）によると2），1970年代頃までのスキ
ー場の立地条件としては，気候条件，地形条件，交通
条件が重要であった．その後も基本的にはこの3つの
条件が大きく作用していると考えられる．以下ではそ
れぞれの条件について，スキー場の閉鎖・休業との関
連を説明する．また立地条件ほどの説明力はないもの
の，多くのスキー場が立地する温泉地に関してもふれ
る．
4. 1. 1 気候条件
スキー場の立地に係わる気候条件として重要である
のは積雪量である．白坂（1986）は，その多寡に応
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じて経営期間が左右され，その期間に応じて顧客圏の
規模が異なることを指摘した2）．例えば経営期間90日
以下のスキー場の場合には，ローカル市場からの顧客
が中心であるとされた．本研究では，気候条件とスキ
ー場の閉鎖・休業との関係については分析していない
が，図4の分布図からも積雪量の少ない地域で閉鎖・
休業が多くみられるわけではないことがわかる．もち
ろん，積雪不足が主因で閉鎖・休業に追い込まれた数
例のスキー場は存在する．
4. 1. 2 交通条件
交通条件に関しては，1970年代頃までは大都市と
直接結合された鉄道駅からの距離やアクセス方法が重
視されてきた．
ところが，交通条件はスキーヤーの利用交通手段の
変化に応じて大きく変化してきた．例えば1980年代
以降にほとんどのスキーヤーの移動手段が自家用車や
バスに移行すると，鉄道駅に隣接するという条件はほ
とんど意味を持たなくなった．
例えば，新潟県の土樽スキー場は鉄道駅前に立地す
るが，モータリゼーションの進行でその立地優位性を
失った．また奥羽山脈では，山形県に存在する，南か
ら五色スキー場，面白山スキー場，最上赤倉国際スキ
ー場などが鉄道駅に隣接する典型例で，かつては多く
の集客があったがいずれも閉鎖されている．
4. 1. 3 地形条件と規模の意味
1950年代半ば頃からスキー場開発が徐々に進み，
日本人のスキー技術が向上すると，規模が大きく変化
に富んだコースが求められるようになった2）．すなわ
ち，地形条件がスキー場立地に大きく係わるようにな
ったのである．ただし，時間差はあるものの，1970
年代までは小規模なスキー場が比較的多く立地してい
た．
全体としてスキー場数が少なかった時代には，先述
のようなアクセスに優れたスキー場，さらには後述す
る温泉地におけるスキー場は，たとえその規模が小さ
かったとしても，その存在意義はある程度大きかった．
しかし，大規模なスキー場が好まれるようになると，
小規模スキー場はその独自性を強調することが困難に
なった．結果として，閉鎖・休業スキー場の多くが小
規模スキー場であることが指摘される．
4. 1. 4 温泉とスキー場
立地条件ほどの普遍性はないものの，温泉の存在は
スキー場の立地と結びつき，多くの温泉地でスキー場
開発が進んだ．その背景には，積雪による顧客閑散期
に温泉旅館経営者らが，積極的にスキーを導入して顧
客増加を目指したことがある2）．とくに，野沢温泉や
草津温泉，越後湯沢，蔵王温泉といった温泉地が著名
になると，多くの積雪温泉地でスキー場開発が進ん
だ．
表4は1970年代までに開設された主要な温泉立地ス
キー場のうち，閉鎖・休業となったものを示している．
温泉地に立地した閉鎖・休業スキー場の多くは1950
年代や1960年代前半に開設されており，当時の温泉
地が持つ立地に関する優位性が重要性であったことが
把握される．一方，半数以上が1990年前後以降に閉
鎖されたか休業状態になっているが，1970年代まで
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にすでに閉鎖されたものも多い．後者はいずれも小規
模なスキー場であった．
4. 2 近接逆効果
上記のようにスキー場の立地条件はさまざまある
が，結果的にローカルな地域スケールでスキー場はあ
る程度集積して立地してきた．例えば福島県磐梯・吾
妻山麓，新潟県湯沢町・南魚沼市，新潟県妙高山麓，
長野県飯山市・下高井郡，同白馬村・小谷村，同八ヶ
岳山麓，岐阜県郡上市白鳥町，兵庫県鉢伏山・神鍋高
原などにはスキー場が複数集積した．それぞれの集積
地域内では，大小さまざまな規模のスキー場が存在し，
さらにスキーヤーからみた人気度もさまざまである．
例外もあるものの，スキーブーム期には大量のスキー
ヤーが訪問し混雑するがゆえに，彼らは分散する傾向
がみられ，小規模で魅力に欠けるスキー場にもある程
度の訪問者が存在していた．
しかし，1990年代半ば以降はスキー人口自体が減
少し，大規模で人気の高いスキー場においても混雑な
く滑降することが可能となった．その結果，それらの
スキー場はある程度の集客が可能であるが，人気のな
いスキー場では訪問者数は大きく減少したと考えられ
る．このような競合状態による減少が生じたことによ
っても，閉鎖・休業の発生がみられると思われる．つ
まり「近接逆効果」または「集積の不経済」が作用し，
さらには他の要因もあいまって閉鎖に至る例が全体の
半数程度はあるとみられる．表5には主要なスキー場
集積地域と，それぞれの地域での閉鎖例を示している．
例えば，長野県白馬村の白馬ハイランドスキー場
（1972年開業）は，八方尾根や岩岳，五竜遠見などの
大規模スキー場との間に近接逆効果がはたらき，
2009年に閉鎖された．また新潟県の湯沢町・南魚沼
市では，狭い範囲に多くのスキー場が立地してきたが，
現在までに10か所以上が閉鎖・休業している．
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こうした近接逆効果は，1970年代にも散見された
と考えられ，開業当時は小規模でもある程度の集客が
あったが，規模拡大ができないなどの理由で，近隣の
大規模スキー場に顧客を奪われていったものと考えら
れる．長野県白馬村の例では，岩岳スキー場の東に位
置した牧寄スキー場（1962年開業；1976年閉鎖）が
それに該当する．閉鎖年はやや遅れるものの，同県野
沢温泉村にある七ケ巻スキー場（1967年開業；1982
年閉鎖）も同様の例と考えられる．
4. 3 市町村合併・市町村経営の影響
上記の近接逆効果は市町村合併とも関連して作用す
る．周知の通り，2005年を目途としていわゆる「平
成の大合併」が行われた．一方，日本のスキー場のお
よそ4割（約300か所）は，市町村等が開発・経営し
てきた．1990年代後半頃からスキー場の赤字経営が
顕著になると，市町村財政自体の悪化もあって，一般
予算からの赤字補填継続が問題視されるようになっ
た．例えば，大鰐温泉スキー場（青森県大鰐町）や，
おんたけ2240スキー場（長野県王滝村）では市町村
の赤字経営が問題視された．一方，この時期に市町村
合併を推進する政策が進行した．一部のスキー場集積
地域では，存在する市町村がそれぞれ個々にスキー場
を有する場合もみられた．そこで市町村合併が進むと，
複数の赤字事業を抱え込む新市町村がスキー場の取捨
選択を迫られるようになった．
石川県白山市は，まさにその淘汰が進行した例であ
る．紆余曲折を経て，すでに白山中宮温泉，白峰高原，
白山瀬女高原および大日の4スキー場が閉鎖・休業と
なっている．2013年現在では，2スキー場（白山千丈
温泉セイモア，白山一里野温泉）のみが営業している．
一方，別の例は新潟県魚沼市にみることができる．須
原，小出，湯之谷薬師，大湯温泉，関越国際大原の5
スキー場について存続や廃止をめぐる議論がなされて
きたが，2013年11月にそれぞれ民営化され，別々の
NPO法人と会社の経営となった．ただし，中峰と
AXIOMリゾートの2スキー場は，平成の合併直前の
1996年と2001年に閉鎖されている．
さらに，市町村経営もしくは公営スキー場の多くは，
今日，様々な理由で経営が困難とみられている14）．日
本では公営スキー場の数が卓越するという特徴があ
る．冬季出稼ぎに代わる雇用機会の確保，スポーツ振
興，観光産業振興などを目的に，オイルショック期や
バブル期を中心に，市町村等がスキー場開発を積極的
に推進したことが大きな要因であろう．しかし，先述
したような財政負担，利用者減少などによって，公営
スキー場をめぐる状況は厳しい．指定管理者制度の導
入などで経営の効率化が図られているものの，困難も
多い．例えば，長野県野沢温泉スキー場では，長期に
わたり，野沢温泉村がその索道を経営してきた．しか
し，2005年からは地元出資の株式会社「野沢温泉」
に経営変更された．
4. 4 スキー場開発ブームの時代的要因
先述のように，日本のスキー場開発ブームは，「第
一次」と「第二次」の2回訪れた．とくに1980年代の
後半から90年代の前半にかけては，スキーリフトの
技術革新ともあいまって大規模な施設建設を伴う開発
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が進んだ．当時は，経済的にみてもスキー場開発は利
益率の高いものであった．その結果，1990年代初頭
までに，索道経営会社による大規模リフトの建設，同
会社によるレストハウスや直営宿泊施設等の整備がな
されたために大規模な投資が生じた．
しかし，リゾート開発ブームは短期間で消え去った．
1990年代半ば頃からスキー人口が急減すると，索道
経営会社の収入は激減し，投資分の返済困難に陥った．
スキー場経営は悪化し，多くの企業はその立て直しや
スリム化を迫られた．結果的に，索道経営会社の売却
や倒産など，その流動化が活発になった15）．さらにス
キー場経営を逼迫させているのは，こうした傾向がす
でに20年近く継続していることである．それゆえ，
索道経営会社の倒産や交代は現在でも進行しつつあ
る．とくに，索道経営会社の交代（名称変更も含む）
は営業スキー場の6割以上でみられる．
このなかで，コクド（旧国土計画）16）のように，グ
ループ経営の悪化にともなって，複数のスキー場が売
却されて別会社の経営に移り，さらにはまとまって閉
鎖されたり，売却されたりする例も現れた（表6）．
閉鎖されたスキー場は，ここでも東日本で多いという
特徴が現れている．逆に，現在，系列会社のプリンス
ホテルが経営するスキー場は，ピーク時の半分以下の
11か所のみである．
また，今日存在する多くのスキーリフトは，「第二
次」開発ブーム期に建設されている．逆に，そのブー
ム期後に索道が新設・改築された例は非常に少ない．
約30年とも言われる索道の耐用年数を考慮すると，
今後の整備や建て替えも，スキー場にとって近い将来
の課題になることは疑いない．
4. 5 スキー人口に関する要因
一般的な要因としてスキー人口の減少も重要であ
る．まずは，全国スケールでの推移について，『レジ
ャー白書』に基づいてみる（図5）．1990年代半ばか
らスキー人口は急激に減少している．減少傾向開始期
にスノーボードが普及し，その人口はある程度の規模
を確保したものの，スキー人口の減少を補うレベルに
は達せず，全体として減少傾向が続いている．このよ
うなスキー人口の減少が，スキー場の減少や淘汰に大
きく影響していることは自明である．
スキー人口の動向を年齢層でみるために，総務省に
よる社会生活基本調査を用いて検討する．2000年前
後の状況17）と比較すると，最新データ年である2011
年では，34歳代以下の年齢層での減少，とくに15歳
から24歳までの階層，さらにそれらの階層の女性ス
キー人口の減少が著しくなっている．また，『レジャ
ー白書』の2013年版には，最近5年以内にやめた余暇
活動の分析があり，スキーは第1位であった．やめた
理由も分析されているが，スキーの場合には複合的で
あるとされている．
次に，スキー人口の減少を地域的に捉える（図6）．
2011年ではスキー人口はわずか530万人であり，
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資料：レジャー白書（日本生産性本部）．
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1991年の1350万人から大きく後退した（図中の相対
値は全国で39.0）．この図で顕著であるのは，東日本
でスキー人口の大きな減少が生じていることである．
これは西日本との対比から明瞭である．さらに東日本
では，太平洋側に比べ日本海側での減少が大きい．つ
まり，スキー人口はほぼ全国レベルで大きく減少して
いるものの，地域的には秋田県（相対値23.0），福島
県（28.6），新潟県（29.5）といった多積雪地域での
減少が著しい．そこでは15歳から24歳という若年齢
層の減少が目立っている．もちろん，この図からの判
読は難しいが，絶対数での減少幅が大きいのは，多く
のスキー人口を擁していた大都市圏である．
つまり，上記3県のみならず東日本の積雪地域に居
住する人びとが，あまりスキーに出かけなくなったと
みることができる．その結果，ローカルな顧客に基づ
いて成立していた小規模スキー場の閉鎖・休業が進行
するプロセスが生じていると考えられる．もちろん，
東日本ほど極端ではないが，同様のプロセスは西日本
でもみられる．その結果，表5で示したように，兵庫
県の鉢伏山・神鍋高原などの地域で，閉鎖・休業スキ
ー場が複数存在する．
5．今後のスキー場をめぐる展望
2010年代に入ると，閉鎖・休業スキー場数は減少
する傾向にはあるが，依然としてスキー場経営をめぐ
る状況は厳しい．本章では今後のスキー場に関する展
望を，立地条件，独自性，スキー場経営の現状，スキ
ー文化などの点から考えてみたい．
5. 1 スキー場の立地条件再考
すでに説明したように，スキー場の立地条件は時代
とともに変化している．今後，スキー場がその経営を
持続させるためには，何らかの独自性を持つ必要があ
ろう．この節では立地条件をスキー場の独自性と関連
させて考察する．
5. 1. 1 スキー場の類型
まず，近年のスキー場再生をめぐるなかで議論され
てきた，スキー場類型を検討することで，スキー場の
持つ位置的な特性やその他の特性を整理してみたい．
坂倉（2010）は，個々のスキー場のターゲット顧客や
提供すべきサービスに基づいて次の4つに分類した18）．
すなわち，①地域社会一体型・宿泊主体型，②宿泊施
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資料：社会生活基本調査．
注：15歳以上のみ，2011年はスノーボードを含む．
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設囲い込み型，③大都市圏日帰り型，④積雪都市近郊
型である．一方，高梨（2011）は，好調状態にある
というスキー場限定ではあるものの，その類型として
⑤日帰り型，⑥長期滞在型，⑦短期宿泊滞在型の3つ
をあげた15）．
この2分類をまとめて検討すると，かなり類似して
いる．③，④，⑤はいずれも日帰り型であり，③と④
は大都市圏近隣と積雪地域の地方都市近郊という位置
の違いを強調しているが，実際には⑤にも同じ亜類型
が示されている．一方，これら以外は宿泊型である．
そのうち①と⑥は類似し，かなりのスキー場規模を有
し，周囲の地域社会に宿泊施設の集積があることを生
かしてインバウンド観光に対応可能なものである．②
と⑦はある程度のスキー場規模ではあるが，インバウ
ンド観光への対応は困難とされるものである．高梨
（2011）は，この類型⑦が日本で最も多くみられると
考えており，成功例ではターゲットとする顧客へのサ
ービス展開によって経営はある程度安定し，その前段
として運営体制の刷新による機動性の高まりが重要な
役割を果たしたとしている15）．
5. 1. 2 スキー場の独自性
上記の類型に用いられた指標を考慮すると，スキー
場の独自性や優位性を形成する要素として次の3つの
次元がある．それは，A規模，Bアクセス，C周囲の
地域社会との係わりである．すなわち，大規模である
こと，大都市近郊（または地方都市近郊）に位置する
こと，周囲の地域社会における宿泊施設集積があるこ
とが，その独自性の形成につながる．個々のスキー場
はこれらの次元を考慮しつつターゲットとする顧客へ
のサービスを展開することになろう．すなわち，他の
スキー場も有する性格についてはその優位性の向上を
目指し，また他のスキー場とは異なる独自性を創造し
ようとする．とくに規模に関しては，今後予測される
温暖化傾向とも相まって，海抜高度の高さが優位性の
向上に影響してくると思われる．
一方，問題はこれらの3次元に関して独自性を持た
ないスキー場である．これらのスキー場にとっては，
次で議論する経営内容での独自性や文化的な独自性を
アピールすることが重要な鍵となる．
もちろん，これらの3次元以外にも独自性をもたら
す要素も存在する．そのひとつはスキー場の集積地域
における競合であろう．集積のデメリットではなくメ
リットを生かすような経営が必要である．
5. 2 スキー場経営の変化と現状
1960年前後から1990年頃までは，連続的ではない
にしろ日本でスキー場開発ブームがみられた．とくに
バブル期には，スキー自体が流行の先端であった．そ
れゆえ，索道経営会社の経営は，特別なサービスを提
供することなしに多くの顧客を獲得できた．ただしバ
ブル期以前においても，一部の，都市資本によって開
発されたスキー場では，女性向けサービスや食事メニ
ューの刷新など，経営サービスに新たな点をみること
ができた3）．
その後スキー場の淘汰が進んでくるなかで，索道経
営会社の統合もなされ，経営内容は大きく変化してい
る．こうした経営内容にも，上述の独自性につながる
部分が多い．個々のスキー場は，それぞれの独自性を
経営内容でもアピールしているのである．例えば，ス
キー斜面の圧雪・非圧雪，接客に始まり，食事，レン
タルスキー，スキー学校，シーズンチケットなど，多
種多様なサービスが展開されている．顧客の絞り込み
としては，こども連れ，競技団体，高齢者などが想定
される．しかし，これらのサービスは普遍性が高いも
のが多く，他のスキー場との差別化をはかることが難
しい．また，サービス内容によってはコスト問題も出
現するであろう．
こうした状況下，一部の企業による既存営業スキー
場の買収が目立つようになり，少数の索道経営会社に
よる複数スキー場のグループ化が生じている（表7）．
グループ化の動きは，バブル期以前にもすでに，コク
ド（表6）や東急などのグループによってみられた．
しかし，現在では新規参入企業が，経営ノウハウの蓄
積や規模の経済に基づいて独自の経営戦略等を実行し
つつある．なかでも，兵庫県のハチ高原スキー場内の
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飲食施設および宿泊施設を出自とするマックアース
は，2008年の営業開始以降，全国で30スキー場を経
営する規模に成長している19）．
新規参入企業が買収したスキー場は中規模程度のも
のが多い．マックアースが係わるスキー場の平均規模
指数は，一部のゲレンデのみ経営している菅平高原ス
キー場を加えても約6,300人km/hであり，クロスプロ
ジェクトでは約4,000人km/hにすぎない．とくにマッ
クアースは，福島県磐梯山周辺，長野県高社山周辺の
ように隣接する複数のスキー場を経営し，それによっ
て大規模化を図ろうとしている19）．一方，日本スキー
場開発は，比較的大規模なスキー場を買収しているが，
スキー場内の全ての索道ではなく，八方尾根スキー場
のように，複数存在する索道経営者会社の一部の経営
を引き継いでいる．
これらの新規参入企業が経営するスキー場の地域的
傾向は，都市資本による経営スキー場分布（表3）と
類似して，また表7の「伝統型」とも類似して，長野
県，新潟県，関東，近畿に集中する傾向にある．多く
のスキー人口が居住する大都市からのアクセスの良い
スキー場が，多く買収されていると考えられる．ただ
し，先述した「独自性」があれば，スキー人口に基づ
く地域的な立地条件はそれほど左右しないと考えられ
る．例えば，クロスプロジェクトによる岩手県夏油高
原スキー場の経営は，温泉や豊富な積雪を生かした独
自性に基づいた例とみることができよう．
外国人スキーヤーの訪問増加もスキー場経営に影響
を与えている．北海道ニセコアンヌプリ周辺，新潟県
妙高赤倉地域，長野県野沢温泉村，同県白馬村・小谷
村などでは外国人スキーヤーの訪問が目立って増加し
ている．今後は彼らに対応したサービスのさらなる展
開が求められる．2000年頃以降，とくに北海道倶知
安町に滞在するオーストラリア人が話題になっている
が，2010年前後から本州の大規模スキー場にも訪問
が波及している．それに続いて，ヨーロッパや北アメ
リカ，韓国や香港，シンガポールなどと顧客圏は拡大
している．外国人を受け入れる潜在性を持つ一部のス
キー場については，こうしたインバウンド観光への対
応に期待できる．それは，スキー場の大規模性，パウ
ダースノーの存在，後述するサービス提供に依存する
と考えられるが，今後の詳細な分析が待たれるところ
である．
オーストラリア人も含めた欧米系のスキーヤーはア
プレスキーを強く求めている20）．スキー場外の地域社
会でこうしたサービス展開をいかにしていくのか，長
期滞在する彼ら向けに宿泊施設をどのように対応する
のかも重要な課題になる．ただし，その際にインバウ
ンド観光への過度な依存は危険であることに留意する
べきである．それは政治・経済的，さらには社会・文
化的な何らかの契機で外国人訪問が急激に縮小する可
能性があるためである．それゆえ，日本人をターゲッ
トにしたサービスもある程度は継続的に提供せざるを
えないと考えられる．
5. 3 日本のスキー文化
日本にスキー技術を本格的に移入したのは，周知の
通り，オーストリア・ハンガリー帝国のレルヒ少佐で
ある．その後も，オーストリアやフランスなどからス
キー技術が移入され，改変・定着してきた．しかし，
欧米諸国でみられる，長期滞在によるスキー観光の楽
しみ方が日本に定着することはなかった．逆に，日本
では短期滞在のスキー旅行が定着し，さらに滞在の時
間的集中がみられるようになった．この滞在時間が短
いという特徴は，第二次世界大戦後に顕在化したもの
で，戦前期には富裕層によるスキーリゾートでの長期
滞在がみられた4）．しかし，高度経済成長期やバブル
期にスキー観光が普及していく過程で，短期滞在が卓
越するようになった．
短期滞在の卓越は，日本のスキー場経営を困難にし
ている大きな要因である．これはヨーロッパアルプス
のスキーリゾート5）21）と比較すると明確である．日本
でも長期休暇制度の確立が待たれるところではある
が，現政策は逆行している．ハッピーマンデーで祝日
数は増えているが，短期の連休を細切れにしかとれな
い状況は変わっていない．ただし，定年を迎えた団塊
世代が中心になって，スキーリゾートで長期滞在を推
進していく可能性はある．
スキー文化の継続も重要である．先に「独自性」の
欠如を議論したが，スキーの持つ教育効果をアピール
することが必要であろう．残念なことに多くの市町村
経営スキー場がすでに閉鎖されるかまたは休業状態に
あるが，こうした動きと連動して，多積雪地域でのス
キー人口が減少しているとみることもできる．現在の
営業スキー場では，学校体育やスポーツ少年団などの
拠点としてのスキー場という側面を重視することが可
能と考えられる．それによって，積雪地域における
「文化としてのスキー」が継承される機会になり，そ
れがスキー場の独自性とも結びつく．
若年者のスキー文化継承という点では，リクルート
ライフスタイルが2011年度から実施している「雪マ
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ジ19」の活動がある．活動参加スキー場において19
歳の男女のリフト券を無料として，スキーに親しんで
もらい，翌年以降のスキー場利用促進を目指したもの
である．当初は89か所のスキー場に延べ約12.8万人
が訪問したが，2013年度には延べ約52.8万人（172
スキー場）が利用した22）．ある程度の効果はあると期
待されるが，活動参加スキー場が中央日本北部と西日
本に偏っているなどの課題もある．これは北日本にお
ける市町村経営スキー場の多さと関係があると思われ
る．実際に「雪マジ19」活動に参加したスキー場の
多くは，中央日本北部と西日本に立地する都市資本経
営のスキー場である．一方，市町村経営スキー場によ
る参加例は非常に少なくなっている．
6．おわりに
本研究は，日本全国におけるスキー場の閉鎖・休業
の動向を分析し，そこにみられる地域的な特徴を解明
してきた．日本では，開設された全スキー場の約
40％弱がすでに閉鎖されたか，もしくは休業状態に
ある．その多くは索道規模や標高差からみて小規模な
スキー場であることが特徴である．大都市近隣地域で
は都市資本によって開発された小規模スキー場の多く
で閉鎖・休業がみられ，それ以遠の地域では，閉鎖・
休業スキー場のうち，市町村経営スキー場が多くを占
める．閉鎖・休業の主因は，積雪不足というよりも，
利用者減少に伴う経営悪化であると考えられる．経営
悪化はスキー場の立地条件が時代とともに変化してき
たこと，近接逆効果が作用したこと，市町村合併が
2000年前後に全国で活発になされたことなどに基づ
いていた．また開発ブームが一気に解消され，その後
の経済不況が継続していること，さらにはスキー人口
の大幅な減少も大きく影響していることが解明され
た．
今後のスキー場の展望としては，規模，アクセス，
周囲の地域社会との係わりのなかで立地条件を生かし
た独自性を形成することが重要である．スキー場の経
営面での独自性創出も大きな課題であるが，現状では
経営のグループ化が進んでいることも事実である．グ
ループ化の効果が今後どのように現れていくのかは，
今後のスキー場経営をめぐる重要な研究課題になると
考えられる．また，外国人スキーヤーへの対応もます
ます求められるであろうが，スキー場が持つ独自性を
地域的条件と関連づけて創造していくことが必要であ
る．
最後に，短期滞在が卓越するという日本のスキー文
化が短期間に大きく変化することはないであろう．そ
の点では日本のスキー場経営が，今後劇的に変化する
ことはないと考えられる．その点では，スキー場の立
地条件としては，大都市からの近接性が最も重要であ
り続けるであろう．一方，ローカルな地域スケールで
スキー文化を維持するためには，市町村経営スキー場
が持つ教育効果の活用が重要である．この活用は公営
スキー場の閉鎖をくい止める要因になるかもしれな
い．また，より広域な地域スケールでは，新しい動き
として3シーズンが経過した「雪マジ19」が，スキー
文化の継続に大きく貢献する可能性がある．このよう
に，スキー文化の維持には，さまざまな地域スケール
でスキー場が有する地域的特徴に基づいた戦略が重要
になると思われる．また，本稿では触れることができ
なかったが，環境保全や地域振興といった視点で，閉
鎖スキー場跡地の利用にも注目する必要があろう．こ
れらに関する詳細な検討は次の課題としたい．
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